参考様式第２号
　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）第26条第１項に基づく農業者等の協議が行われたので、同項の規定により下記のとおり公表する。
　平成２８年１０月２５日

１．協議の場を設けた区域の範囲

　　鎌倉市全域

２．協議の結果を取りまとめた年月日

    平成２８年１０月１８日

３．当該区域における今後の地域の中心となる経営体（担い手）の状況

　  ３９経営体
　　法人　　　１経営体
　　個人　　３８経営体

４．３の結果として、当該区域に担い手が十分いるかどうか

　　担い手はいるが十分ではない。
５．農地中間管理機構の活用方針

　　貸付の手法として利用権設定が主流となっているが、農地所有者の希望を尊重しつつ、積極的に農地中間管理機構に貸し付けを行う。
６．地域農業の将来のあり方

　　鎌倉市の農業は、生産地と消費地が近接した都市型農業であり、七色畑と呼ばれる作
付けで、少量多品目が特徴となり、多くの種類の農作物を生産している。

農業者、ＪＡ、市の連携により、平成5年から、農産物のブランド化を実施している。
平成6年「鎌倉ブランドマーク」を発表、平成10年には、鎌倉ブランド会議を発足させ、鎌倉ブランドを推進し、鎌倉で生産されたやさいの知名度をあげることにより、農業者の農業経営支援を行っている。

今後は、現在取り組んでいる鎌倉ブランド堆肥を使用する環境保全型農業の実践を継続するとともに更なるブランド力向上に向けた新たな付加価値の検討、鎌倉ブランド「鎌倉やさい」販路の拡大を目指していく。
